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第 1章 序論 

























































































































やシミュレーションで報告されている (21)～ (23)。実験プラズマでも、S. 
Chandrasekhar等(1, 2) の最小散逸理論の共著者の一人L. Woltijerによる磁気ヘリシ
ティの議論(24)を使わずに、Chandrasekhar 状態と呼べる∇×Ｂ=λCＢで大域的に説
明できる quiescrnt stateの Reversed Field Pinch (RFP)配位がトロイダル Zピンチ
ZETA装置で観測された(25)。Chandrasekhar等の最小散逸理論から１７年後に、位
相幾何学的な非物理量ヘリシティ K の保存仮説とヘリシティと磁気エネルギー
間の選択的減少を根拠とするヘリシティ理論から、J. B. Taylorが後に Taylor state




























ヘリシティ理論の拡張版として L. C. Steinhauer and A. Ishidaは (11)、canonical 
momentum と generalized vorticity で定義したイオン流体と電子流体の各々の
self-helicity Kαを導入し、Taylorの理論と同じ論法による非物理量 self-helicityの
保存仮説と self-helicity と（流れのエネルギー＋磁気エネルギー＋電気エネルギ
ー）間の選択的減少を根拠にして、entropy principleと energy principleの言及があ
るが、実際には保存仮説の拘束条件下の変分法計算により平衡方程式を導いてお
り、エネルギー原理は使われていない。この２流体ヘリシティ理論の６年後に、































































w ³ VtZ mmZ pZmpmtK V BjUU       (2.1.1-2) 
拡張版理論(11)の渦度フラックス Φgと Kαの時間変化については、一般化オーム
の法則を使う必要もなく、下式の様に同じくゼロにはならない。 





















































  (2.1.1-4) 
ステップ（２）に関しては、文献[18]に一般化自己組織化理論による一般解の安
定性の詳細及び完全電離散逸性ＭＨＤ核融合プラズマへの適用例が示されてい
ると共に以下の事が解析的に証明されている。一般化した cross-correlation A・B、 
B・j 、及び、Pα・Ωα（self-helicity）と auto-correlation B・B、 j・j、及び、Ωα・




tWtKtWtK wwwwwwww jjB             (2.1.1-5) 
   km tWtWtK wwwwww :DD            (2.1.1-6) 
前述のように(2.1.1-5)式と(2.1.1-6) 式は、摂動量に作用する定義式内の∇×の数の
みで決まる単に数式上の関係式であり、決して物理的な関係式ではない。文献[4, 
11]の論法を使うと、(2.1.1-5)式に結びつく仮説｛K=constant and min WB｝、｛WB 
=constant and min Kｊ｝、｛Kｊ=constant and min Wｊ｝、及び、(2.1.1-5)式とは無関係
である逆の仮説｛WB =constant and min K｝、｛Kｊ=constant and min WB｝、｛Wｊ
 7 
=constant and min Kｊ｝の夫々に変分法を適用すると、この全ての仮説から Taylor 
state と呼ばれる∇×Ｂ=λTＢが直接導かれる。同様に、(2.1.1-6)式に結びつく仮説
｛Kα=constant and min Wkm｝、｛Wkm =constant and min WΩα｝、及び、(2.1.1-6)式と無
関係な逆の仮説｛Wkm =constant and min Kα｝、｛WΩα=constant and min Wkm｝の全て




 物理的に正しい S. Chandrasekhar 等(1, 2)の磁気エネルギー最小散逸理論は、
ZETA装置の実験、及び、後に主流となる遅い電流立ち上げ実験でも、緩和現象
により自発的に RFP 配位が出現する事を説明できる理論である。この最小散逸
理論(2)の共著者 L. Woltijer による磁気ヘリシティの論文(24)と同じ Proc.の別のペ
ージに S. Chandrasekhar等の無力磁場状態(2)∇×Ｂ=λCＢ（λ=Λ/η1/2）は発表されて
いる。しかし、核融合分野で高名な理論学者である J. B. Taylorは L. Woltijerの論
文(24) を引用し、磁気ヘリシティを使って見かけ上同じ型の∇×Ｂ=λTＢを導いて
RFP配位の出現の説明を試みている(4)。その結果、上記の様に後になってヘリシ





























記号的な一般化力学演算子を用いて、M次元の独立変数 ξ k (ｋ = 1, 2,  , M )及び
Ｎ個の力学変数 qi [ ξ k ] ( i = 1, 2,  , N )の集合より成る開放又は閉鎖力学系は、次
の連立方程式の集合で書く事が出来る(5～7, 15)。 
    ],[][                qji
ｊk
i Dq  ww [[       (2.1.2-1) 
こで、変数 ξ j は[ ξ k ]内の時間などの固定した独立変数で、 D i j [ q ] ( i = 1, 2,  , 
N )は ξ jに沿って qi [ ξ k ]に作用して変化させる線形又は非線形の散逸又は非散逸
の項、及び、外部入力・入射の項も含む一般力学演算子を表す。また ξ k には、
時間、空間、速度等、又は、生産システムの価格、原料等の量、予算やその他の
変数を含める事も出来る。 






























      (2.1.2-2) 
ここで、ξ  jの増分は ξ  jの規格化係数 τｊで規格化してあり、Jk≠jは独立変数[ ξ k k 




























































は変分法の相反性から等価である事が知られている。 (2.1.2-1)式はＮ個の qi [ ξ k ]
を互いに関係付けており、(2.1.2-3)と(2.1.2-4)式の数学的表現は、Lagrange乗数 λi




　ｊ³¦ zzr rr ww r kjkjkjiijNi jiji JqqqF [[OW[[[     (2.1.2-5) 




































  .0d])}[ ][(][{ 1
11
2 ³¦ dww r zzr r kjkjkjiijjijiNi JqqqF [[OW[[G[GG ｊ    (2.1.2-7) 
³¦ zzr rr  r  .d])}[  ][]([{ 112 kjkjkjiijNi kiji JqDqF [[OW[ q        (2.1.2-8) 
 .0d])}[ ][(][                      

































     (2.1.2-9) 
　³¦ d r zzrr r .0d])}[][(][{ 1122 kjkjkjiijkijiNi JqDqF [[OWG[GG q      (2.1.2-10) 
ここで、複合±は(2.1.2-3)、(2.1.2-4)式の分子の正負に複合同順である。(2.1.2-7)
と(2.1.2-10)式の各々から任意の変分 δqiに対する次の Euler-Lagrange 方程式を得
る。 
 .0])[ ][( 1  ww rr jiijji qq [OW[[G ｊ        (2.1.2-11) 
.0][][ 1   rr jiijki qD [GOWG q          (2.1.2-12) 
(2.1.2-11)と(2.1.2-12)式から (2.1.2-6)と(2.1.2-9)式は次式になる。 
　ｊ³¦  ww r zzr rrr .0d])}[ ][]([{ 111 kjkjkjiijNi jiji JqqqF [[OW[[[GG  (2.1.2-13) 
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³¦   r zzr rrr .0d} ])[ ][]([{ 112 kjkjkjiijNi kiji JqDqF [[OW[GG q    (2.1.2-14) 
(2.1.2-13)と (2.1.2-14)式の各々から任意の変分 δqi に対する次の最終的な
Euler-Lagrange 方程式を得る。  
.0][][ 1  ww rr jiijji qq [OW[[ ｊ       (2.1.2-15) 
.0][ ][ 1   rr jiijki qD [OWq         (2.1.2-16) 
(2.1.2-12)と(2.1.2-18)式の随伴固有値方程式は次式となる。 
.0][][ 1
#   zr jkkimimjji uD [OWG q      (2.1.2-17) 
.0][][ 1
#  / zr jkkimimjji UD [WU       (2.1.2-18) 




jkjkinim Juu G[  ³ zz      (2.1.2-19) 




jkjkinim JUU G[  ³ zz     (2.1.2-20) 
(2.1.2-12)と(2.1.2-17)式を用い、uim[ ξ k k ≠ j ]を(2.1.2-10)式 に代 
入して次式を得る。 
¦ ³ zzzr dur r Ni kjkjkjkkininij JF 1 2122 .0d])[( )( [[OOWG um    (2.1.2-21) 
(2.1.2-21)式の不等号は全ての λimに対して適用されるから、最小変化率の状態が
満たすべき安定条件は次式となる。 
,   0     p1n1 iimiimii OOOO d/ / d           (2.1.2-22) 















z /  w
w [W[
[
U              (2.1.2-23) 
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> @ ],[)/exp(   11# jkkijjikji Uq z/ [W[[         (2.1.2-24) 
ここで、Ui1[ ξ k k ≠ j ]は安定条件(2.1.2-22)式を満たす最小の固有値│Λi1│に付随す
る固有モード解である。(2.1.2-23)と(2.1.2-24)式から、緩和自己組織化状態の最小
変化率状態では自己相似的な増大又は減衰をする事が分る。自己相似進展の特性
スケール ξcha j（特性時間、時定数）は、Λi1ξcha j／τｊ＝１から次式となる。 
 . / 1cha ij






次に緩和自己組織化現象が起こる物理過程の一般論を示す(18)。力学変数 qi [ ξ k ]
の分布は ξ j に沿う全ての点で（時刻）で、規格化された Uim[ ξ k k ≠ j ]を使って次
の様に固有関数展開できる。 
> @   ).][(
1
# ¦f z m jkkimimkji UCq [[      (2.1.2-26) 
(2.1.2-26)式を(2.1.2-1)式に代入して、演算子 D i j [ q ] を含む次のスペクトル変換
方程式を得る。 

































        (2.1.2-27) 
演算子 D i j [ q ]に含まれる非線形項により、高低両モードへの非線形モード結合





係数 νとレイノルズ数 Rは ν =R－1を満たす。 
 ,)( 2ωωuω  w
w Q
t
      (2.1.2-28) 
固有値方程式－(u・∇)ω + ν∇2ω=τｊ－1Λkωを解析的に解くのは困難である為、 
Ν∇2ω = τｊ－1Λkωの固有解である次式 aωkと a u kを使って uと ωの規格直交関数
展開をする。 
 12 
.)](2[expω ka kkk ynxmi  S         (2.1.2-29) 












     (2.1.2-30) 
.ωω¦f f  k C kkaω         (2.1.2-31) 
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  (2.1.2-33) 
非線形項－(u・∇)ωによる(2.1.2-33)式の右辺第一項から normal & inverse cascade
が起き、同時に散逸項 ν∇2ωによる第二項からモード数の二乗 mk2＋nk2に比例し
て高固有モードほど早く散逸する事が分る。又、最小固有モード{(1,0)+(0,1)}の
固有値 Λ1=4π2を持つ緩和自己組織化状態 ω1#=exp(－4π2 t )[cos2πx+ cos2πx]kは、
(2.1.2-23)式で qi#=ω1#と置いた次の動的に安定な自己相似進展式を解析的に満た










1   )( ωωωuω /  w
w Q
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(15)。Fig.2.1.1-1から、R1tR=0, 0.1, 0.4, 50の時間発展と共に normal & inverse cascade
と高固有モードの早い損失とにより、最小固有モードへ至る物理過程が分る。こ
の normal & inverse cascadeと高固有モードの早い損失は、Fig.2.1.2-2の渦度構造
の時間発展では大小の渦の発生と、vortex mergingとして知られる小さい渦の大
きい渦への合体吸収として観測され、Fig.2.1.2-2の各時刻の渦構造の推移からこ
の複合過程の詳細を読み取る事が出来る。この normal & inverse cascadeと高固有
モードほど早いエネルギー損失との複合効果による緩和自己組織化過程は、核融






    Fig.2.1.2-1. 渦度のスペクトル成分の時間発展．R = 14000. 
 
 












nntn nt /  ww Wu       (2.1.2-36) 














WKK   (2.1.2-37) 














WKK  (2.1.2-38) 
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.})] (                                         





















































   (2.1.2-40) 
.
1
1 BEB B/ u ww tt W             (2.1.2-41) 
.0 Bj u P                          (2.1.2-42) 
).e( eeii uuj nZn {                   (2.1.2-43) 
    





















Λuet=2.80×10-7、Λuep=5.00×10-8、Λuit=1.40×10-4、Λuip=1.00×10-5である。τｊ= τA0 =0.734 
×10-6 [s]を (2.1.2-25)式に代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相
似進展の時定数は夫々tchaBt=0.913 [s]、tchaBp=0.367 [s]、tchaTe=0.367 ×1021 [s]、

























































































































p ie                (2.2-2) 
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        Fig.2.3-2. トカマクと RFPの磁気シアー 
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ループ面積電流 u P で定義されており、磁場 B の中でサイクロトン運動を
する荷電粒子（質量m、速度 Av ）での磁気モーメントPは 
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空間座標 rと速度座標 vで定義される6次元位相空間での微小体積 vr 33 dd 中に
含まれる粒子数を ),,( tF vr vr 33 dd と書き、この ),,( tF vr をその粒子についての分
布関数と言う。 
微小体積：  
    zyx dvdvdxdydzdvdd  vr 33              （3.1.2-1） 
微小体積に含まれる粒子数： 
    zyxzyx dvdvdxdydzdvtvvvzyxFddtF ),,,,,,(),,( 33  vrvr   （3.1.2-2） 
微小体積 vr 33 dd 内ではプラズマは無限小の点からなる集合つまり連続体とし














§       (3.1.2-3) 
= dt( の間に粒子間の相互作用により vr 33 dd に飛び出して 
失われる粒子数) dt( の間に粒子間の相互作用により     
vr 33 dd に飛び込んで新しく現れる粒子数) 
と表せる。 
右辺は vr 33 dd と比例すると考えられ粒子間の影響を表す項でもある、式で表
すと次のようになる。 









































w    (3.1.2-6) 
左辺を dtでまとめ、 dtdd vr 33 を消すと次のようになる、 









































w av            (3.1.2-8-1) 
となる。 vr  , はそれぞれ位置空間および速度空間での勾配を表している。 
これを Boltzmann方程式と言う。 
ここで、プラズマには、外部から電場E及び磁場Bが加えられているものとす
る。粒子の質量をm、電荷を qとすると、速度 vなる粒子のうける加速度は 
 28 
 BvEa u 
m











































w ³³ vv     ¹¸·©¨§  ³ff より),,(),( 3 tfdtn vrvr  













w ³³    ¸¸¹
·
¨¨©
§  ³ff よりvvrvrru 3),,(),(1),( dtftnt  












w ³³ )()( となり、  
  ガウスの定理   ³³³    vEEnE ddivdVdivdS vs より次のように
なる、 








wu ³³  
ここで、速度が無限大のとき閉曲面Ｓにおける分布関数 f は 0 となり、また



























































w ³³    ¹¸·©¨§  ³ff より),,(),( 3 tfdtn vrvr  
左辺、第二項は  
³³ ww ww vvvrvrvv FdmdFm  となり、 
 ここで、 rvuv   とし、 uvv  r の平均をとると、 
    uvv   r                           
   0r    uuuvv             

































w ³ Fdm rr    （     vvvvvrrpP 3,, Fdmmtnt rrrr ³   t より） 
P
t
は圧力テンソルで、  ttt IP p （分布関数が等方的であるとき） 














































wu ³³ FqdFmqm )()(  






w ³³  
となり、第三項は部分積分とガウスの定理より 
     > @  > @  ³³ u ffff vBvBvvvEvE FdqFqFdqFq  
速度を閉曲面において∞から－∞まで積分を行うと０となり、 
更に    ³ff tfdtn ,,, 3 vrvr より上式は次のようになる 
    BuEBuE u u qnqnqn  

























§³ vu dtFm collG
G   となり 
 
よって 
     Rvv  ¹¸
·
©¨
§ ³ dtFm collr G
G  











tn より nの時間微分を用いると 














また、第二項目は      uuuuuu   mnnmmn となり代入すると、 

















































   (3.1.2-13) 
左辺、第一項は 
³³ ww ww vv FdmvtdtFmv 22 2121  










































    (3.1.2-13-1) 
式(3.1.2-13-1)二項目は 0r    uuuvv より 0となる。 




























































よって速度成分 xv 、 yv 、 zv のいずれにおいても分布関数Fが等方的である場合 
    vvv dFmvdFmvdFmvp rzryrx ³³³    222  より、 
第一項は、次のようになる、 























v FdvuvumdFmv rrrrrrr³³ ww ww 222121 2222  
となり、積分を各項に別けて考えると、 
  一項目は、 
    
22
1 22 uvu mnuFdmu  ³  
  二項目は、 vvv dFmvdFmvdFmvp rzryrx ³³³    222 より 





1 22   ³³    
 33 
  三項目と四項目は、 0r    uuuvv より、 
     ³   0vuuv Fdm r    021 2  ³ vv Fdmu r  
  五項目は、次のように定義される、 
    qvv  ³ Fdmv rr 221  
    （qは、熱流速を表す。） 
  最後に六項目は、 
       3   ³³ ttIpFdmFdm rrrr uvvvuvvuv  
  よって、第二項は次のようになる、 























wu ³³³ )(2121)(21 222  となり、 
 ここで、右辺一項は部分積分より、 
     > @ ³³  ww ff vEEvvE vFdqFvqdFqv 2212121 22  
           EuEu   qnqn0        ¹¸·©¨§  ³ff よりtfdtn ,,, 3 vrvr  
 
































   
vw
w と  Bvu は直交しているので 0)(
2
1 2  w
wu³ vvΒv dFqv  
 よって第三項は、 


































































































   (3.1.2-12) 
を変形して、 
   uuRBuE u3 ww )(1 qnpmntu t     (3.1.2-15) 
これと式 (3.1.2-10)連続の式  un
t
 w
w  を式 (3.1.2-14-1)にいれると式
(3.1.2-14)は次のようになる、 




































  より 















> @  33 3 ttt uuu :  
 35 























3 t  



























5 2 となり cv ；衝突周波数） 
磁場に垂直な成分と平行な成分について考えると、 
      )( //// TT AA NNq  
次に運動方程式とエネルギー方程式の衝突項について 











    
と定義していた。 
電離、再結合等が無視でき弾性衝突のとき 














nZnqnZnq     (3.1.2-17-1) 
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C J とすると、 
3
5 J    となる、 




1  J        (3.1.2-17-3)  
となり、イオンが電子と衝突して熱エネルギー密度の増幅率は 






























  AuR        (3.1.2-17-5) 
したがってこれらの式(3.1.2-17-1)、式(3.1.2-17-3)、式(3.1.2-17-4)、式(3.1.2-17-5)
を運動方程式(3.1.2-12) 









































    (3.1.2-18) 
エネルギー方程式は 



































































































































































































また、 nは密度、uは流速、Bは磁場、Tは温度、 pは圧力、 
Πは粘性テンソル、Nは熱伝導率、Kは抵抗率、J は比熱比(=5/3)、 






















































































































































































P                                                        (3.2-9) 
 



































































































































































       (3.2-11) 
 
となり、添え字の xはイオン、電子が入りどちらにも適用される。 
また、ここでは座標系を螺旋状の磁力線に沿った方向を se とし、 1Ae , 2Ae をそれぞ
れ螺旋状磁力線に垂直な半径方向、螺旋状磁力線の進行方向としている。式で表
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Fig.3.2-1. se ， 1Ae , 2Ae の方向 
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また式中の各物理量、電荷 eˆ、真空の透磁率 0P 、真空の誘電率 0ε 、質量 mˆをそ
れぞれ mks単位系で次に示す。 
]C[  106012.1eˆ 19u  
[henry/m]  102566.1104 670
 u#u SP  
]/[108542.8 120 mFε u  
]kg[101095.9ˆ 31e
u m  
]kg[106726.12ˆ2ˆ 27pi
uu # mm  








































m SSSK    (3.2-14) 





































































































































































































10 ]cm/s[~]m/s[   ,103/stC][e~e[C]  ,10]cm[~]m[ ,10~]Kg[    
,10]gauss[~]tesla[,106021765.1]eV[ˆ]joule[   :are Factors Conversion
]Kg[101093822.9 ],Kg[106726216.1 ,[C]101.6021773e stC],[108065319.4e~
2deuteron     ,[cm/s] 109979246.2~  ],g[10106726216.1~  ],g[101093822.9~ 
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TT {      
ここで、 A0v はアルフベン速度、 tは時間、 aは対象装置小半径を表す。 


















































































































































































































































　　　　   (3.4-4) 
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                                                      (3.4-7) 
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n u{{ AA /SNN                     (3.4-13) 
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SSQ        (3.4-25) 
100.1~~
~lne4.0

















































































































































































































































































































} f ])(510.0[)1(f                           























































BEB B/ u w
w
t
                                               (3.5-7) 
 










AvH{  E                                       (3.5-9) 






















































































































































境界条件により軸方向に依存性の無い、半径( r )方向のみを計算すればよい。 
このことや半径方向への流速、磁場が無いことから以下のような仮定をすること
が出来る。 
,0r  B  0r  u , 0 w
w


































nkTp  （ kはボルツマン定数でTに含まれる形となる。） 
eee Tnp                                (4.2-1) 


















dy ,                                            (4.3-1) 
を初期条件( 00 , yx )が与えられたときに解くことを考える。 
式(4.3-1)の微分方程式において xが 0x から hだけ増加した点 hxx  01 におけ
る値の計算を 




















kyhxfhk                                            (4.3-4) 
 3004 , kyhxfhk                                             (4.3-5) 
 4321 2261 kkkkk                                            (4.3-6) 


















       (a) 増分 k1             （b）増分 k2 
     
 













し、密度も 7.5×1019〔m-3〕から 8.0×1019〔m-3〕に高くして計算を行った。 
 
Fig.4.4-1. 日本原子力研究開発機構 那珂核融合研究所トカマク装置 JT-60U 
 
装置パラメータ 
トーラス大半径  R  3.05〔m〕 
トーラス小半径  a  0.72〔m〕 
プラズマ電流  pI  2.2〔MA〕 
中心電子温度  0eT  10.0〔keV〕 
中心トロイダル磁場  0tB  4.4〔T〕 → 1.0〔T〕 
中心電子密度  0en  7.5×1019〔m-3〕→8.0×1019〔m-3〕 
平均有効電荷数   2.2 
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Fig.5.1-1 に数値解析より新しく求めた平均ベータ値 1.2 のときの分布を示す。
各物理量は以下の通りになっている。 
Fig.5.1-1(a)はトロイダル磁場 Bt、ポロイダル磁場 Bp、電子、イオンそれぞれの
温度 Te、Ti、圧力 pe、pi、密度 ne、トロイダル電流 jt、ポロイダル電流 jpの分布
である。 
Fig.5.1-1(b)はトロイダル磁場 Bt、ポロイダル磁場 Bp、外部トロイダル電場 Et、
外部ポロイダル電場 Ep、トロイダル方向のイオン流速 uit、ポロイダル方向のイ
オン流速 uip、同様に電子流速 uet、uepの分布である。 
Fig.5.1-1(c)は各散逸係数を表しており、抵抗率η（=1/σ）、電子、イオンそれ
ぞれの熱伝導度κe、κi、粘性係数νe、νiの分布を表している。 
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時間は τｊ= τA0 =4.043 ×10-7 [s]となった。これらを 2章 1節 2分 の(2.1.2-25)式に
代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相似進展の時定数は次のよ
 59 
うになる。tchaBt=2.888 ×108 [s]、tchaBp=2.022 ×108  [s]、tchaTe=2.022 ×1023 [s]、
tchaTi=5.054 ×1022 [s]、tchauet=0.991 [s]、tchauep =1.468[s]、tchauit =2.063×10-2 [s]、tchauip 













る。アルフベン時間は τｊ= τA0 =4.043 ×10-7 [s]となった。これらを同様に(2.1.2-25)
式に代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相似進展の時定数は次
のようになる。tchaBt=4.256 ×109 [s]、tchaBp=2.481 ×106 [s]、tchaTe=8.252 ×1022 [s]、
tchaTi=1.011 ×1022 [s]、tchauet=1.001 [s]、tchauep =1.276[s]、tchauit =2.063×10-2 [s]、tchauip 











る。アルフベン時間は τｊ= τA0 =4.043 ×10-7 [s]となった。これらを同様に(2.1.2-25)
式に代入すると、Bt、Bp、Te、Ti、uet、uep、uit、uipの自己相似進展の時定数は次
のようになった。tchaBt=6.522 ×109 [s]、tchaBp=6.853 ×105 [s]、tchaTe=4.757 ×1022 [s]、
tchaTi=5.184 ×1021 [s]、tchauet=1.011 [s]、tchauep =1.211[s]、tchauit =2.063×10-2 [s]、tchauip 






































ル磁場は安全係数 qと関係している（2章 2節参照）。 








rBq #{            (5.1-2) 
トカマクの特徴として壁での安全係数 q 値は 1.0 を超えるという特徴がある。







0.4である。）。ベータ値の定義式は 2章 2節より以下のようになっている。 
       
0
22 2/)( PE tz BB
p







Fig.5.1-4 各ベータ値における圧力 pの変化 
 
 次に各分布の変化を見て行く。Fig.5.1-5(a)、(b)に圧力と温度の変化をまとめた。
Fig.5.1-5(a)はイオン圧力 piとイオン温度 Ti示しており、Fig.5.1-5(b)は電子圧力 pe
と電子温度 Teを示している。 
 
Fig.5.1-5 各ベータ値における圧力 pと温度 Tの変化 
 
 Fig.5.1-5より平均ベータ値が高くなるにつれ温度も上昇しているのが分かる。 







 次に圧力 pとトロイダル電流 jtについての分布を Fig.5.1-6に記す。 
 











































Fig.5.1-8 各アスペクト比における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化 
 
 Fig.5.1-8(a)より、オレンジ色をアスペクト比 Asp=4.236、水色をアスペクト比
Asp=5.0、黄緑色をアスペクト比 Asp= 6.0とした。ここで、トロイダル電流 jtは、
小半径には関係しているが、大半径には関係していないので変化していない。各
アスペクト比における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化をみる。平均ベ
ータ値 βav= 1.2のとし、アスペクト比 Asp＝4.236のときトロイダル電流 jtの最
大値におけるブートストラップ電流 jbst の駆動部の最大値の比は j bstmax /j tmax= 
0.973となった。つまり、トロイダル電流 jt中に 97.3[%]のブートストラップ電流
jbstが駆動していることになる。他のアスペクト比におけるトロイダル電流 jtとブ
ートストラップ電流 jbstの割合は以下のようになった。Asp＝5.0のとき j bstmax /j 
















Fig.5.1-9 各ベータ値における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化 
 
 Fig.5.1-9(a)より、各ベータ値における電流 jtとブートストラップ電流 jbstの変化
をみる。アスペクト比は As=4.236と固定とし、平均ベータ値 βav= 1.2のとき、
トロイダル電流 jtの最大値におけるブートストラップ電流 jbstの駆動部の最大値
の比は j bstmax /j tmax= 0.973となった。つまり、トロイダル電流 jt中に 97.3[%]のブ
ートストラップ電流 jbstが駆動していることになる。他のベータ値におけるトロ
イダル電流 jtとブートストラップ電流 jbstの割合は以下のようになった。βav= 0.8

















































ル磁場 Bt0を 4.4[T]から 1.0[T]と低くしても動的に安定な分布を求めることがで


















になる。このような装置を Spherical Tokamak（S.T）と言い、注目されている。 
 ベータ値を変化させていく(Fig.5.1-9)。アスペクト比は As=4.236 と固定とし、
平均ベータ値 βav= 1.2のとき、ブートストラップ電流 jbstはトロイダル電流 jt中
に 97.3[%]が駆動していることが分かる。他のベータ値におけるトロイダル電流
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